　　　　　実地指導から見た介護保険施設等の運営で留意すべき事項
　

　　実地指導で指摘のあった人員基準等の考え方を取りまとめたので、今後の介護保険

　サービス事業の運営に当たって、参考にしてください。
１　複数の事業を兼務する職員の事業毎の兼務割合（勤務時間）の明確化
　　　複数事業を兼務する職員について、月を単位とする当該事業所の兼務割合等を明

　　確にする勤務体制一覧表とともに月を単位とする勤務表〈勤務時間が判別できるも

　　の。〉を作成すること。（実地指導において、兼務先の事業の人員基準に疑義がある

　　ときは、後日、改めて兼務先となる事業所に対する実地指導等を行うことがある。）

２　常勤換算方法等

　　　特に、次の事業所についての常勤換算に留意するとともに、事業所の通常の就労

　　時間を超える勤務時間をもって、常勤換算数１人を超える取扱いをすることは認め

　　られないので留意すること。（常勤換算に当たって、超過勤務時間を算定すること

　　は出来ない。）
　　　　　　

（1） 訪問介護・看護事業における人員基準

　　　　管理者等を兼務する訪問介護員・看護職員（以下「訪問介護員等」という。）

       の訪問介護員等（サービス提供責任者を含む。）としての常勤換算数の算定に当

　　　たっては、兼務する管理者等として従事する時間を除いて行うこと。（管理者に

　　　ついては、兼務する事業の従事時間と合計して、当該事業所の就労時間を満たせ

　　　ば常勤の管理者としての基準は満たす。〉

　　　　なお、他の事業所を兼務する訪問介護員等にあっても、その兼務先に従事する

       時間を除外して常勤換算することはいうまでもない。

（2） 通所介護、通所リハビリテーション事業における人員基準

　　　　介護、看護職員の不足に係る減算については、1日単位から月単位に変更とな

　　　ったが（18年4月1日から）、看護職員については次により1割を超えて減少し

　　　た場合に、翌月分を減算することとなる。

　　　　（算定式）（単位ごと）

　　　　　　　サービス提供日に配置された延べ人数

　　　　　　　　　　サービス提供日数
 (3)　居宅介護支援事業所における居宅介護支援専門員に係る常勤換算等

　　　  他の事業所の職務に従事している場合は、当該事業所の居宅介護支援の提供に

      当たる時間のみ常勤換算すること。〈管理者が、当該事業者の介護支援専門員の

      みを兼務する場合は常勤換算数１人とする。）

　　　  １９年４月１日から要支援認定者および経過措置要介護者についても、居宅

      介護支援費の基本単位を区分するための取扱い件数に含まれるので、留意する

      こと。

　　　　介護保険施設の介護支援専門員が、居宅介護支援事業所の当該専門員を兼務す

      ることは認められない。（ただし、増員に係る非常勤の介護支援専門員に限り可

      能である。）

３　通所介護・リハビリテーションにおける介護報酬の算定
　　　個別機能訓練加算は理学療法士等が１日１２０分以上配置されていない日につ

　　いては、算定できない。

　　　通所サービスの所要時間については、実際に要した時間ではなく、通所介護計画

　　で位置付けられた時間を算定すること。〈利用者、事業者の都合による延長は、延

　　長加算として算定できないが、利用者の都合で時間が短縮された場合は原則として、

　　計画時間で算定することができる。〉

４　１８年４月１日から適用になった加算等

　　　減算については、報酬単位数に係る基準〈告示１９号、２０号、２１号〉に則っ

　　ていない場合は減算することになるが、引用する告示（「厚生労働大臣が定める基準」告示第25号等）や具体的な減算方法を示した通知（「介護報酬の実施上の留意事項」老企第36号等）を参照しながら適正な請求を行うこと。（職員体制がない、記録がない（記録は適正な運営を行っている証明にもなる。）および適正なサービスを提供していない場合は減算対象となる。）

５　介護保険施設〈短期を含む。〉等の利用者数

　　　施設に係る人員基準の基礎となるのは、前年度１年間の平均利用者数である。

　〈定員数に対する配置必要数とならないことに留意すること。〉

　　　通所サービスにおける定員超過の取扱いは、月単位（平成18年４月1日から）　

　　の利用者数で算定する。〈事業所規模による区分は、前年度の一月当たりの平均利

　　用延人数〉

６　居宅介護支援事業所の居宅介護支援に係る減算

　　　モニタリングと記載があっても、モニタリング（居宅サービス計画の実施状況の

　　把握…課題・目標に沿って事実、判断、計画変更の必要性等）の結果を記録してい

　　ない場合は、減算となる。サービス担当者会議の記録についても同様である。〈居

　　宅介護サービス利用票を作成していない月および作成した月においても利用実績

　　がない場合は、居宅介護支援費の算定ができないことにも留意すること。〉

７　介護保険対象外サービスの取扱い

　　　訪問介護事業における大掃除等の介護保険対象外サービスについては、介護保険

　　サービスとは区分して利用者と事業者の契約で実施することはできる。（運営規程、

　　重要事項説明書等に、対象外サービスとして記載することは可能である。〉
　　　なお、介護保険対象外サービスを介護報酬で算定した場合、介護給付費の返還は

　　当然であり、 悪質な請求行為に対しては、行政処分もありえるので留意すること。
８　初期加算

　　　短期から継続しての入所および同一経営者の医療機関からの介護療養介護型医

　　療施設への入院については、算定しないこと。

９　特定診療費の理学療法

　　　算定すべき単位に誤りがある。（理学療法士等の配置、加算要件を満たしている

　　ことを明らかにする等の一切の記録がない等）

10　サービス計画書とサービス実施

　　　介護報酬の算定は、居宅サービス計画書に沿って作成したサービス計画書に基づ

　　いて提供したサービス時間、内容が基本であり、原則として事業所の都合等による

　　時間、内容の変更は認められないものであること。（場合によっては、減算となる

　　こともあり得る。）

11　実地指導方法等について

　　　平成18年度の介護保険制度の変更に鑑みて平成20年度までは、原則として、

　　介護保険施設については隔年毎に、居宅サービスについては3年に1回の実地指導

　　を実施することとしたい。

　　　ただし、これまでの運営基準すべてについて適合しているかどうかといった細か

　　い指導から、事業所のサービスの質の向上および介護報酬の適正な算定という観点

　　から指導を行うことを検討したいと考えている。

12　運営規程と重要事項説明書等との整合性

　　　利用料、実地地域、営業日等の記載内容について整合性をとること。（規程と説

　　明書、契約書等により内容がばらばらな例が、まだ、少なくない。なお、県へ届け

　　出た運営規程の内容と大きく違う重要事項説明書を使用している例があったが、今

　　後は、県への虚偽の届出として厳しく対応していくので留意すること。）

　　　　　

